
国への提案事項

５ 地方税財源の充実強化
（３） 水道事業の広域連携の推進

【提案先省庁：総務省，厚生労働省】

○ 水道広域連携に係る財政措置

水道事業の抜本的な経営改革の一つの手段である水道の広域連携を推進

するため，

・ 広域連携に係る移行，推進段階でのソフト施策に対する財政措置の拡大

・ 施設整備に対する財政措置の要件緩和

・ 料金格差の縮小に係る激変緩和措置などの仕組みづくり など

より一層の支援措置を講じること



水道事業については，近年の人口減少や節水機器

の普及等による給水収益の減少や，施設の更新期の

到来などにより，水道事業の経営環境は厳しさを

増しており，事業を安定的に継続していくためには，

経営・運営基盤の強化が不可欠である。

広島県では，水道の広域連携を推進するロードマッ
プを作成し，令和4年度に経営組織を一元化，令和5
年度からの一元化した経営組織による事業開始を目
指すこととしている。

国においても，平成30年12月に「水道法の一部を

改正する法律」が公布され，水道の基盤強化のため，

都道府県には水道事業者等の間の広域的な連携の

推進役としての責務が規定されるなど，基盤強化や

広域連携の推進が求められている。

課 題現状／施策の背景・経緯

５ 地方税財源の充実強化
（３） 水道事業の広域連携の推進

● 水道料金については，水源との位置関係や，給水区域内の地形，給水
人口・密度等により，自治体間で最大3.3倍の格差があり，広域連携を推
進するためには，料金格差の縮小に係る激変緩和措置などへの財政措
置などの仕組みが必要である。

◆強靱・安全・持続可能な水道の構築（厚生労働省）

606億円（前年度比93.2 ％）

令和２年度当初予算等の状況

【水道事業の統合に係る財政措置の現況】
・簡水統合及び市町の区域を越える水道事業の統合後，旧事業の高料金対策に要する
経費について，10年間交付税を延長措置
・簡水統合後に実施する建設改良費への交付税措置
・市町村合併に伴う水道施設整備の増嵩経費に対し，一般会計から出資・補助した場合，
当該出資・補助額に合併特例債を充当 など

区分 事業内容
生活基盤施設
耐震化等交付金

交付税措置

ソフト

都道府県水道ビジョン策定等経費（広域連携推進） ○ －

水道事業経営戦略策定経費（広域連携推進） － ○

広域化に係る協議会の開催等の経費 ○ －

広域化に係る水道施設台帳の整備 ○ ■

広域化に係る事業認可申請に要する経費 ■ ■

広域化に係るシステム統合等に要する経費 ○ ○

広域連携に必要な料金格差の縮小に係る激変緩和措置 ■ ▲

ハード
広域化等を要件とする施設の整備 ▲ ○

広域化の前段で必要となる施設整備に対する財政措置の要件緩和 ○ ○

【水道広域連携に係る財政支援制度】

凡例：○…財政支援制度がある(条件付き) ■…制度の創設が必要 ▲…制度の拡充が必要

● 水道の広域連携を推進するためには，連携の準備段階や移行段階，
連携後の事業推進段階など，長期的な視点に立った支援が必要である
が，対象事業者の拡充や時限規定が令和16年度まで延長されるなど交
付金制度が見直しされたものの，資本単価90円/㎥以下の事業者は対象

外になるなどの要件が残されているため，協議会の中で交付金の対象か
ら外れる事業者がいる。

広域連携推進のためには，施設整備に対する財政措置の要件緩和（交
付対象事業者の要件撤廃）はもとより，広域化に係る認可申請書（創設認
可・事業変更認可）の作成に多額の費用が必要なことから，ソフト施策に
対する財政措置の拡大など，更なる支援が必要である。


